
平成17年度


主要施策の概要


「当初予算および主要施策の概要」より





単位：万円（千円以下切り捨て）


►自治大学派遣事業　　　　31


►地域リーダー養成研修事業58


►地域自治振興補助金　　1,748


►地域自治振興事業委託　　230


►まちづくり研修事業　　　120


►電算更新事業（リース）3,000


►国勢調査　　　　　　　　317


►町長選挙　　　　　　　　400


►議員補欠選挙　　　　　　210


►農業委員選挙　　　　　　32


►上水道会計出資金　　　5,000


►水道会計経営安定化助成　790


►せせらぎ夏祭り事業　　　450


►せせらぎウォーキング事業50


►農村総合モデル事業　　6,080


►木造家屋耐震補強補助金　50


►町道新設改良事業　　　7,729


►公営住宅建設事業　　10,226


►公営・改良住宅水洗化事業2,075


►児童公園グランド改修事業500


►防災マップ作成事業　　　30


►せせらぎ夢空館文化交流事業120








甲良民報


2005年２月27日　　　No277


発行責任：日本共産党甲良町支部


代表：西澤伸明　甲良町在士463


Tel.Fax38-4949


▼Ｅメール� HYPERLINK "mailto:info@jcp-nobuaki.com" �info@jcp-nobuaki.com�


▼のぶあきホームページ


http://www.jcp-nobuaki.com/








暮らしや営業、農業振興などと直接かかわりの深い予算の審議が３日開会の３月議会ではじまります。日本共産党は、みなさんの願いが一歩でも前進するようがんばります。


ご意見、ご要望などお気軽にお寄せください。





「自立」の論議、


知恵あつめるか注目？！





24日、会期や審議日程を協議するため議会運営委員会が開かれ、合併協議会廃止議案など総計44件が審議の予定。財政危機への対策として、左表のように特別職の給与、議員の費用弁償などを引き下げる改正案も予定。


議案とともに配布された「平成17年度主要施策の概要」によれば、国の三位一体改革や県の補助金大幅削減などにより「本町の財政状況は極めて硬直度が高まり、20年前の第一次財政危機に増して第２次の危機的状況に陥っている。」と分析。


西澤議員は、国・県の補助金・交付金削減がどのように本町にあらわれ、住民への影響を充分明らかにする必要があることや、合併不成立直後であることなどの理由で、過去の予算議会の中でも、特別に重要と指摘し、議員の発言機会を拡大する基本方針で、会期、時間配分などを設定するよう提起しました。下記のように日程等が決まりました。


　なお、同委員会の冒頭、池田議員から、議長の任期についての説明を求める要望が出され、委員それぞれが意見を述べ、３月１日に全協を開き、話し合うことが確認されました。





お元気ですか


のぶあきです


ヤミ金裁判


元本含め返還命令


　


ヤミ金被害だいじょうぶですか。しんぶん赤旗24日号によると、ヤミ金融業者から法定利息を超える利息で借入金を取り立てられた男性が、元本と利息の合計百九万円の返還を求めた訴訟で、札幌高裁が23日、地裁判決を変更し、男性の請求を全面的に認める判決。末永裁判長は貸し付けと回収自体が違法行為と断定し「業者に支払った全額が不法行為に基づく損害」と認定。年率換算で一千二百パーセント以上という。▼その男性は「貸し付けを呼び水として多額の金銭をだまし取ろうとする不法行為」と訴えていました。以前からヤミ金問題に取り組む日弁連や民主商工会などは「貸し付け自体が違法で元本返済の必要はない」と訴え。私もすぐに飲み込めなかったが、この判決で納得。弁護士によれば、簡裁や地裁レベルでは元本を含めた返還命令はあったが、高裁では画期的な判決と評価。被害回復と「ヤミ金は割に合わない」と根絶につながれば、と話している。▼不況、倒産、失業などが深刻になるなか、サラ金に手を出し、その先、ヤミ金のえじきにかかるケースは増大。しかもほとんどが「ヤミ」の中。「経済大国日本」にふさわしく、まじめに働けば「文化的」人間的な暮らしができる社会のありようを問い続けたいと切に思う。いや、その「働く」ことから締め出される若者、中高年の現状を打開する根本治療は待ったなしです。








3月議会の主な日程


3日開会、4日予算研究会、


7日産業建設常任委員会、9日教育民生常任委員会、11日総務常任委員会、14日一般質問、17日本会議（討論・採決など）





提案された人件費など削減の概要





1，特別職給与等の


引き下げ


►町長給与


71万円➡639千円


►助役給与


60万円➡54万円


►収入役給与


57万円➡513千円


►教育長


57万円➡513千円


2，特別職期末手当引き下げ


17、18年度も継続


3，寒冷地手当の廃止


4，旅費の引き下げ


5，議員の費用弁償


1日1500➡1000円


（議員発議により


提案）








